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共通の相互単位認定制度 （ECTS：European Credit Transfer System）が導入され、ド
イツでは従来の Magister／Diplom 制度から Bachelor・Master 制度に変わっていった。 





異なるようであるが、ミュンヘン大学の Magister 課程では、主専攻を 1 つと副専攻を 2
つ組み合わせ学修し、卒業論文審査と試験を受け、Magister 学位が授与されていた。また、
Magisterの学修過程は、通常、「基礎課程（Grundstudium）」と「専門課程（Hauptstudium）」
の 2 つに分かれ、2 年間（4 学期間）の基礎課程において専門分野の基礎知識と研究技術




2.2 Bachelor・Master 制度 
新しい Bachelor・Master 制度は、大学ごとに開始時期が異なるが、ミュンヘン大学は、
2009 年冬学期より開始している。ミュンヘン大学の場合は、Bachelor 課程は 3 年、Master
課程は 2 年を基本とし、Bachelor 課程卒業には ECTS 180 単位、Master 課程卒業には 300
単位（Bachelor180＋Master120）の取得が必要である。ミュンヘン大学日本学の日本語




































教育研究会（Japanisch an Hochschulen：以下 JaH）」 2を紹介する。JaH の主な活動と
しては 1994 年より年に一度、国内外から専門講師を招いたシンポジウムがあり、ドイツ
語圏の日本語教育について研究し、学び、情報を共有することができる。ここ数年の参加
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表 1 JaH シンポジウム年表 
 
























1997 CAI 2010 日本語教育における協働学習 


























2004 日独タンデム 2017 異文化間教育から見た日本語教育 
2005 日本語教師のからだとこえをひらく 2018 読解―その目的と教材― 
2006 
学術日本語のための情報技術 展望と
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バイエルン国王ルートヴィヒ 1 世によって現在の地、ミュンヘンに移転された 500 年以上
の歴史を持つ大学である。正式名のルートヴィヒ（Ludwig）はその当時のバイエルン国王
ルートヴィヒ 1 世の、マクシミリアン（Maximilian）は、ルートヴィヒ 1 世の父であり、
初代バイエルン国王の名前である。2018 年現在、18 の学部に約 700 名以上の教授と 3900
名以上の教員を擁し、約 5 万名の学生が学んでいる 3。筆者が所属するのは、文化学部
（Fakultät für Kulturwissenschaften）のなかにある日本センター（Japan-Zentrum）で
あり、日本学を主専攻とする学生が在籍している。日本センターには 5 名の教授と 15 名
ほどの教員がおり、そのうち 4 名の日本語母語話者が日本語教育を専門として担当してい







が担っている。2）は、日本センター所属の専任講師が毎学期 2 つのレベルのコースを週 4





Bachelor 課程について紹介する。ミュンヘン大学では、Bachelor 修了に 180 単位が必要
であるが、そのうち 120 単位が主専攻、残り 60 単位が副専攻の必須取得単位となってい





















る地域の世界」との関係に関する知識、意識、そして理解」（CEFR 第 5 章：110）であり、
「自国文化と外国文化を関係づけることができる力」「自分自身の文化と外国文化との仲介






























4.5 Bachelor 課程の日本語コース 
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 1 「工科大学（Technische Universität）」や「専門大学（Fachhochschule）」などは扱わない。 
 2 ドイツのほか、オーストリア、スイスのドイツ語圏も含まれている。 
 3 ミュンヘン大学 HP<http://www.uni-muenchen.de/ueber_die_lmu/index.html>（2018.02.15 参
照） 
 4 希望者が集中する学科は定員制を設けていることもあり、その場合は入試やあるいは Abitur の
成績による選抜が行われる。 
 5 翻訳力とは、CEFR では「仲介活動」と呼ばれる言語活動の一つであり、翻訳、通訳、書き換え・
言い換え、要約または記録などの能力であり、「何らかの理由で直接の対話能力を持たないもの同
士の間のコミュニケーションを可能にするもの」（CEFR 第 2 章：14）である。 
 6 これは 2016 年から始めたコースであり、上級クラスは現在 2 回、中級は 1 回実施したところで
あり、今も試行錯誤の段階である。 
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